
平成21年度（対20年度実績） 作 成 日事　務　事　業　評　価　表 年 月 日平成 21 5 25

部局名 子ども部 所属名 しろばら幼稚園 所属長名 鈴木　松代 電 話 484-7321

1．事務事業の位置付け・概要（ＰＬＡＮ）

コード 3420 事務事業名称 しろばら幼稚園運営事業 短縮コード 経常 臨時3420 3421

予算区分 会計 01 一般会計 款 10 教育費 04 幼稚園費 目 01 幼稚園費

区 分
自治事務

その他

法定受託事務
根拠法令等

学校教育法第１条及び第７７条～８２条

事業概要（事務事業を開始したきっかけを含めて記入）

しろばら幼稚園は、保育料が安く誰でも入りやすい公立幼稚園がほしいという市民の願いもあり、昭和47年10月1日に創立された。同時に事務事業の開始となった。

２．事務事業の目的・指標・実績（ＤＯ）

　幼稚園と小学校（勝田台南小学校）との連携を図ると共に保育の充実に努める。　１　音楽会への参加　２　特別活動等における児童と園児の
交流　３　保護者や地域との連携（移動動物園、高齢者ふれあい教室等）

　４歳児から５歳児の幼児とその保護者。

　幼稚園と小学校（勝田台南小学校）との連携を図ると共に保育の充実に努めた。　１　音楽会への参加　２　特別活動等における児童と園児の
交流　３　保護者や地域との連携（移動動物園、高齢者ふれあい教室等）

　安全で楽しく充実した幼稚園生活を送る。

入力対象外

対象
（誰を何を対象にし
ているのか）

手段
（具体的な事務事業
のやり方、手順、詳
細）

意図
（何を狙っているの
か）

結果
（どんな結果に結び
つけるのか）

区  分

事務事業を取り巻く状況の変化　又、今後の変化の推測 ５本の柱（章）

大項目（節）

中　項　目

小項目（施策）

細　項　目

実 施 計 画 の 
計 画 事 業

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

指標１

指標２

指標３

対象指標

活動指標

成果指標

上位成果指標

教育課程を充実改善し編成実施していく営みは不易であり今後も続く。
しかし、社会情勢の変化に伴い親の価値観や教育的ニーズは変化してい
くと考えられるので、それに伴い、新規事業や事業の改善に配慮する必
要がある。具体的には、賃金、備品等に対する財源措置が不可欠になる
と思われる。　
　

総
合
計
画
の
施
策
体
系

計画事業の位置付けの有無 計 画 事 業 期 間 平成20年4月 平成21年3月～ 計 画 事 業 費

１９年度 ２０年度 ２１年度

実績 計画 実績 計画
単位

項

02

01

01

01

01

02

61 70 61 70

190 190 190 190

7 7 7 7

100 100 100 100

100 100 100 100

人

日

回

％

％

人間尊重都市をめざして

学校教育

幼児教育

 

幼児教育の充実

 

幼稚園の充実

就園機会の拡充

在園児数

幼稚園の開園日数

幼小連携における主な行事や交流の回数

子どもの満足度（出席率）

親の満足度（数値化に課題はあるが当面出席率とする）

地域の信頼度(数値化は今後の課題としたい）

※平成21年度に計画していること:

※平成20年度に実際に行ったこと:

千円



１９年度 ２０年度 ２１年度

実績 計画 実績 計画
単位

国

県

地方債

一般財源

その他

財源内訳

千円

千円

千円

千円

千円

主な事業費の内訳

千円

千円ト ー タ ル コ ス ト (A)＋(B)

人件費(B)

報酬227千円
賃金2,104千円

報酬227千円
賃金2,161千円

報酬227千円
賃金2,161
千円

報酬227千円
賃金2,183千円

事
業
費

評価
類型

３．事務事業の評価(ＳＥＥ)

評価事項 評価区分 理　　　　　由

結び付いている

結び付くが見直しの余地がある

結びつきが弱い・ない

評価対象外事項

達成している

達成していない

評価対象外事項

可能性はある

可能性はない

評価対象外事項

現状のままでよい

見直す必要がある

評価対象外事項

有効性向上の可能性がある

効率性向上の可能性がある

両方可能性がある

可能性がない

民間委託等

臨時的任用職員等の活用

ＩＴ化等の業務プロセスの見直し

受益者負担の見直し

類似事業との統合・役割見直し

上記以外の方法

ある

ない

類似
事務
事業
名称

１

２

①事業目的が上位の施策に結びつ
いているか？

②すでに所期目的を達成している
か？

※「達成している」を選んだ場合、⑥
に進んでください。

③民営化で目的を達成できるか？

※民営化・・・事務事業の全部又は一
部の実施主体を全面的に民間事業者等
に移行すること。

（民間委託は、権限に属する事務事業
等を委託することで、民営化とは異な
る。）

④「対象」・「意図」の設定は現
状のままで良いか？

⑤今後、有効性や効率性を向上さ
せる可能性はあるか？
　可能性がある場合は、⑤－２，
３を記入する。
　可能性がない場合は、理由を記
入する。

⑤－２

　有効性や効率性を向上さ
せる手段は何か？
　該当する手段を選択し、
具体的な方法と得られる効
果を記入する。手段が｢類似
事業との統合・役割見直し｣
である場合は、該当する類
似事業を記入する。

⑤－３
　推進にあたっての課題はあ
るか？(一時的な経費増・市
民の理解等）

(A)

実施主体

実施主体

(所管部署)

(所管部署)

コード 事務事業名称 所属名

目
的
妥
当
性

有
効
性
・
効
率
性

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

3,840 4,060 3,626 4,101

コード 事務事業名称 しろばら幼稚園運営事業 所属名 しろばら幼稚園

24,789.3 24,624 24,624 24,624

28,629.3 28,684 28,250 28,725

　人間尊重都市の根幹を成し、文教都市｢八千代市｣の一翼を担うべく、唯一の公立幼稚園とし
て、幼児教育の充実を推進している。市民のニーズは、教育費を少しでも節減し、且つ、質の
高い教育を受けたいと望んでいる。本園のおかれた環境を最大限に生かし、幼小の連携等、本
園ならではの特色を生かした教育を推進することにより、市民の期待に応えていく。

　教育は、長期的展望に立ち、常に改善を加え次代を担う人間の育成を目指さなければならな
い。今後も、市民のニーズや期待に応えるべく,教育目標の具現化に努める。

　現実には八千代市内において、１８園の私立幼稚園がある。しかしながら、しろばら幼稚園
は、公立幼稚園の存在を望む市民の声が多くあり創立された経緯がある。幼稚園は民営でも可
能だが、各家庭において教育費の負担は大きく、必ずしも、私立幼稚園に通園できる家庭ばか
りではないという状況も認識しなければならない。また、教育活動においても、しろばら幼稚
園は、幼小連携を特色としている。同一施設内に小学校と幼稚園が設置されている環境の中で
、人的・物的な面で、交流や共有を図ることが可能であり、他園ではできない条件が整ってい
る。従って、民営化では実現できない教育成果も多くあり、それらは、今後も市民的ニーズと
して期待されるところである。

　現状では、「対象」や「意図」について、現状のままでよい。施設・設備の面から３年保育
には無理があるし、教育環境からも、幼・小の連携は，しろばら幼稚園の最も大きな特色であ
る。

市内には、１８ヶ所の私立幼稚園がありその平均就園率は８５％前後で推移している。また、
私立幼稚園は送迎用バス等を運行しており幼稚園の立地場所による地域性は薄らいでいる。そ
のため、幼児教育のあり方（効率的な運営等）について検討した。検討をした結果、今後の幼
児教育を充実させていくためH２１年度に「幼児教育振興プログラム」を作成し、H２３年度末
をもって廃園の方向にということになった。

市民の合意形成が必要である。

3420



改革・改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止(事業完了含む）

休止

現状のまま継続

改革改善して継続

手法プロセスの改革・改善

事業規模の拡大・縮小

統合・役割見直し

その他

廃止(事業完了含む）

休止

現状のまま継続

⑥この事務事業の今後の方向性を選
択し、その詳細について右欄に記入
する。

⑦この事務事業の今後の経費・成果
の方向性について選択し、右欄に理
由を記載する。

今
後
の
方
向
性

この事務事業に対する市民や議会の意見（担当者が把握している意見）
※内部サービス業務の場合は、住民ではなく、サービス利用者、関連部門の意見や実態など

所
属
長
コ
メ
ン
ト

評
価
調
整
委
員
会
評
価

向　上

不　変

低　下

削　減 不　変 増　加

成
　
果

経　　費

コード 事務事業名称 所属名コード 3420 事務事業名称 しろばら幼稚園運営事業 所属名 しろばら幼稚園

H２０年度に、ありかた検討委員会で今後の公立幼稚園の存続について検討した結果、幼児教
育を充実させるべく提言書を提出し、廃止の方向となった。そのためH２１年度に、「幼児教
育振興プログラム」の作成をしていくこととなる。

幼児教育の充実強化に努め、成果は向上しているが、廃止になるということ
で入園希望者は減少している。そのため、経費も削減されている。

１　保育料を今後も上げないでほしい。　２　施設設備・備品等を充実してほしい。　３　交通当番は専任にしてほしい。　等

・平成２３年度をもって廃止ということとなったが、それまでは最善を尽くし、教育成果に努めていく。
・保護者と一緒に運営していき、子どもにとって何が良いのかを考えながら進めていく。

担当課の評価のとおりとする。


